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　第3章　静岡県男女共同参画会議

　（設置及び所掌事務）
第14条　県に、静岡県男女共同参画会議（以下「参画会議」という｡）を置く。
2　参画会議は、次に掲げる事務を行う。
⑴　基本計画に関し、第７条第３項に規定する意見を述べること。
⑵　知事の諮問に応じ、基本的かつ総合的な男女共同参画の推進に関する施策及び重要事項を査
審議すること。

⑶　県の男女共同参画の推進に関する施策の実施状況及び第11条第１項に規定する県民からの苦
情又は相談の申出に対する処理について、知事に意見を述べること。

⑷　前３号に掲げるもののほか、男女共同参画に関する重要事項について、知事に意見を述べる
こと。

　（組織及び委員）
第15条　参画会議は、知事が任命する委員20人以内で組織する。
2　男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の10分の４未満とならないものとする。
3　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
4　委員は、再任されることができる。

　（委任）
第16条　この章に定めるもののほか、参画会議に関し必要な事項は、知事が定める。

　　　附　則
この条例は、公布の日から施行する。

策定
策定



　男女共同参画社会基本法が制定されてから１５年目を迎えます。男女

共同参画社会は、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に

よって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、も

って男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会」と定義されているものの、

その実現の工程は未だ緒に就いたばかりです。

　少子高齢化の進展や価値観の多様化、産業構造の変化、高度情報化な

ど、私たちを取り巻く社会環境は、目まぐるしく変化しています。先人

から受け継がれた豊かで勢いのあるこの町を、今後も持続していくため

には、男性と女性が共にまちづくりに参画し、お互いを尊重し合いなが

らそれぞれの個性と能力を発揮していく必要があります。

　男女共同参画社会の実現のためには、行政はもとより町民の皆様、企

業・関係団体の方々が一体となった取り組みが必要ですので、一層の御

理解と御協力をお願い申し上げます。



Ⅰ 策定の趣旨

　「男女が共に活躍する地域こそ活力のある地域」という意味で、男女共同参
画社会の形成は、第４次吉田町総合計画において本町が目指す「人と人、心や
すらぎ　健康で住みやすいまち　吉田町」を基本的に支える重要なテーマの一
つです。
　これまで、国では、「男女が互いにその人権を尊重しつつ責任を分かち合
い、個性と能力を十分に発揮することができ、女性にとっても男性にとっても
生きやすい社会である男女共同参画社会の実現」が最重要課題として取り組ま
れ、様々な法律や制度の整備が行われてきました。
　また、少子高齢化の進展や人口減少社会の到来、家族や地域社会の変化、経
済の長期的な低迷と閉塞感の高まりなどの社会経済環境の変化を踏まえ、国及
び県においては、男女共同参画に関する基本計画の見直しが行われています。
　本町においては、平成18年３月に「吉田町男女共同参画プラン」（以下
「プラン」という。）を策定し、これまでその推進を図ってきましたが、平成
22年度をもって計画期間が終了することから、時代の変化やこれまでの取組
を踏まえ、吉田町の現状に即した実践的な計画として、ここに新たなプランを
策定します。

Ⅳ 計画期間

 このプランは、平成23年度から平成25年度までの３年間を計画期間として
施策を推進してきましたが、平成25年度に指標の見直し及び再設定を行い、
計画期間を平成28年度までの６年間とし、引き続き男女共同参画社会の実現
を目指します。

 本町が目指す将来像である「人と人、心やすらぎ　健康で住みやすいまち　
吉田町」の基盤の一つとなる、『男（ひと）と女（ひと）が支え合い、健やか
で活力あるまち』を創るため、次の４つの基本目標を定めます。

Ⅴ 将来像・基本理念・基本目標

Ⅱ プランの視点

Ⅲ プランの特徴

　男女共同参画社会を形成していくには、学校・職場・家庭・地域など、社会
のあらゆる分野において、無意識のうちに、人々の意識や行動、社会制度や慣
行の中に深く入り込んでいる「社会的につくられた性別（ジェンダー）」を見
直していく視点が重要です。
　このプランにおいては、前プラン同様に、こうした視点を重視するととも
に、引き続き「全ての町民が男女共同参画に関する理解を深めること」に重点
をおいて、分かりやすい内容とします。

　このプランは、次のような特徴を持たせたメリハリのある実践的な計画とし
ます。

○ 吉田町の現在の課題に対応した施策の設定

○ プランの具体的な進捗状況や成果を確認するための評価指標の設定

○ 時代の流れに迅速かつ的確に対応するため、見直しのサイクルの短縮

○ 町民意見の反映

○ 将来像　
　 男（ひと）と女（ひと）が支え合い、健やかで活力あるまち

○ 基本理念
　 人権の尊重とあらゆる活動への男女共同参画

○ 基本目標
　 ＜あらゆる教育の場において＞
　 人と人がお互いに人権を尊重し合い、思いやりの心を育む教育環境を
つくる。

　 ＜職場において＞
　 男女がお互いを尊重し、個人が個性と能力を発揮できる労働環境をつ
くる。

　 ＜家庭において＞
　 男女がお互いの個性を認め合い、家事、子育てや介護など全てにおい
て、共によろこびや責任を分かち合うことができる家庭づくりを目指
す。

　 ＜地域において＞
　 誰もが参画しやすく、お互いに助け合い、安心して暮らせる活力ある
地域をつくる。
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・平成22年度「吉田町男女共同参画に関する町民意識調査」の結果と平
成25年度「吉田町男女共同参画に関する町民意識調査（※1）」の結
果を比べると、全体として、男女共同参画に関する意識の向上がみられ
ます。グラフ１（p.11）
・女性の社会進出について、10代・40代で肯定的な回答が多く、6割以
上を占めています。グラフ２（p.12）
・また、「学校での人権の尊重、男女平等に関する教育で最も大切なこ
と」を聞いたところ「性別にとらわれず多様な選択を可能にする進路指
導の充実」が60.0％と最も多くなっています。グラフ３（p.12）

※1平成25年度「吉田町男女共同参画に関する町民意識調査」
　今回の吉田町男女共同参画プランの改訂に向けて、吉田町民の男女共同参画に対する
　意識調査を行いました。
◆調査対象：町内在住の16歳以上の男女（平成2５年１０月1日現在）1,000人
◆回答者数（率）：427人（42.7％）
◆国又は静岡県との比較を行った際のデータの出典は、下記によります。
平成17年度　吉田町男女共同参画に関する住民意識調査報告書（平成17年8月 吉田町）
平成22年度　吉田町男女共同参画に関する住民意識調査報告書（平成22年１月 吉田町）
平成25年度　静岡県の男女共同参画に関する県民意識調査報告書（平成25年８月 静岡県）
平成24年度　男女共同参画社会に関する世論調査（平成24年10月 内閣府）

【現況（アンケート調査結果より）】

・高齢者世代に対し、人権の尊重や男女共同参画に関する教育・学習機会
の創出が必要です。
・各世代の多様な意見に十分配慮した教育の推進が必要です。

【課題】
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現　況

平成22年度 平成25年度

13件10件

平成28年度

21件

目　標　値

・男性も女性も、女性が職業をもつことへの抵抗感はほとんどありませ
ん。グラフ４（p.16）
・女性が働く上での障害に関しては、「育児休暇が取得しにくい」「育児
施設の不足」「長時間労働や残業」などの育児に関連する項目が高い割
合を示しています。また、男女別にみると「家族の反対や協力が得られ
ないこと」を選んだ割合は、女性28.9％、男性13.0％と大きな差がみ
られます。グラフ５（p.17）
・女性の社会参画をさらに進めるための町の支援施策に関しては、「役場
や子育て支援センターなどによる相談の充実」が54.3％と最も高く
なっています。グラフ６（p.17）

※2 改正男女雇用機会均等法
　正式には「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」とい
い、男女雇用機会均等法は、雇用における男女平等の実現を目的として、昭和61年に制定
された法律です。平成11年の全面改正を経て、平成19年に再改正となりました。間接差別
の禁止、妊娠や出産を理由とする退職強要や職種・配置転換などの不利益な扱いの禁止、
女性だけでなく男性へのセクハラ防止対策の企業への義務付けなどが主な改正点です。

【現況（アンケート調査結果より）】

基本目標の実現に向けた施策

・改正男女雇用機会均等法（※2）の基本的理念である雇用の分野におけ
る男女の均等な機会及び待遇の確保を実現するため、引き続き事業主等
への啓発が必要です。
・女性が働く上で障害になっている項目の改善が必要です。特に「家族の
理解」については、男性と女性の間に大きな認識の差が見られるため、
その解消に向けた努力が必要です。
・女性の社会参画をさらに進めるため、町民が最も求めている「役場や子
育て支援センターなどによる相談の充実」を図る必要があります。

【課題】
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現　況

平成22年度 平成25年度

30.3%

平成28年度

47％

目　標　値

※5 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）
　「仕事上の責任」と「仕事以外の生活においてやりたいこと、あるいはやらなければならないこと」の両者の実現を目指す考え方
です。（この場合の「仕事」とは、賃金が伴う労働に限定するものではなく、家事や育児・介護なども含みます。）
　老若男女誰もが、仕事や家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など様々な活動を自分の希望するバランスで展開でき、「仕事の
充実」と「仕事以外の生活の充実」の好循環をもたらすことがねらいです。

※6 フレックスタイム制
　労働者自身が一定の定められた時間帯の中で、始業及び終業の時刻を決定することができる変形労働時間制の一つです。具体
的には、1日の労働時間帯を、必ず勤務しなければならない時間（コアタイム）と、その時間帯の中であればいつ出退勤してもよい
時間帯（フレキシブルタイム）とに分けて実施するのが一般的です。実施には労働協定を締結し、就業規則にその旨を記載しなけ
ればなりません。

【男女共同参画に関するキーワード③】ポジティブ・アクション （積極的改善措置）
　性別や人種などを理由とした過去の社会的・構造的な差別により不平等な待遇を受けてきた少数派の人々に対し、教育や雇用の
機会などを一定の比率で優先的に取り扱うなどして、差別を解消し、実質的な平等を目指す政策です。
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・「家庭における役割分担の実態」をみると、吉田町では、静岡県全体
より若干多く男女が平等に家事や仕事に携わる傾向がうかがわれま
す。グラフ７（p.22）
・一方、「伝統的な「男中心」社会はなかなか変えられない」が「そう思
う」「ややそう思う」合わせて67.2％となっており、男女別にみると
女性の占める割合が高くなっています。また、経年比較をみると、平成
17年度調査時には「そう思う」「ややそう思う」合わせて62.4％だっ
た割合が、平成22年調査時では66.2％、今回の調査では67.2％に増
えています。グラフ８（p.22）
・男性が育児休業、介護休業を取ることについては肯定的な意見が多くを
占めている半面、実際は主たる生計者として、仕事と育児や介護の両立
がなかなか難しい現実がうかがわれます。グラフ９ グラフ10（p.23）
・「夫や妻・恋人など親しい間柄にある男女間の暴力（ドメスティックバ
イオレンス）」については、「暴力を受けたことがある」方は7.0％で
あり、静岡県との比較においてもほぼ同等の割合です。男女別にみる
と、男性0.6％、女性11.8％となっており、男性の被害者も存在しま
す。グラフ11（p.23）

【現況（アンケート調査結果より）】

・全体として、吉田町では、静岡県全体より若干多く男女が平等に家事や
仕事に携わる傾向がうかがわれるが、さらに推進するために引き続き意
識啓発していくことが必要です。
・男性が育児休業、介護休業を取りやすい支援体制が必要です。
・育児については、「吉田町次世代育成支援行動計画」と連携して推進し
ていくことが重要です。
・「夫や妻・恋人など親しい間柄にある男女間の暴力（ドメスティックバ
イオレンス）」を受けた後の対応としては、第三者に相談する割合が低
く、対策として、被害者が被害を届けやすい環境の整備や被害女性のた
めの相談機関や保護施設の整備を望む人が多いことから、被害者保護の
対策を考える必要があります。

【課題】
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30％

目　標　値
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7回
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子育て世代向け男女共同参画
推進セミナーの開催回数

出産・子育て支援が充実
していると思う割合
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ドメスティックバイオレンス
防止に係る啓発活動の回数

役割分担に関する意見や考え方について
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育児休業や介護休業をとる男性が少ない理由について

男性が育児休業や介護休業をとることについて

・「自治会の役員は男性の役割である」と考える方が比較的多い傾向にあ
る一方、「今後女性がもっと増えると良いと思う分野である」と回答し
た方も35.4％と比較的高い割合となっています。グラフ12（p.26）
・男性は主たる生計者としての役割が大きく、「地域活動」や「家事・育
児・介護等の生活における活動」への参画は従たる位置づけにありま
す。グラフ13（p.26）

【現況（アンケート調査結果より）】

・固定的な性別役割分担意識の解消を図るための啓発活動が必要です。
・女性が地域活動等に参画していくための環境整備が必要です。
・男性が、仕事と家庭の両立を図ることができる支援体制を整備すること
が求められています。

【課題】
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地域活動の位置づけについて

グラフ12

グラフ13

審議会等委員に占める女性
の割合

、 の

、 、

など の

、 、

などの の

の

の など

などの の

の

など の

、

その他

わからない

N

N

に

同
うに

に



現　況

平成22年度 平成25年度

18.7%11.7%

平成28年度

25%

目　標　値

男性について、仕事と家庭生活又は町内会やボランティアなどの
地域活動の位置づけについて

グラフ12

グラフ13

審議会等委員に占める女性
の割合

、 の

、 、

など の

、 、

などの の

の

の など

などの の

の

など の

、

その他

わからない

N

N

に

同
うに

に







  

7



  

7



　（設置）
第１条　男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第14条の規定に基づき、吉田町が目指
す男女共同参画社会を実現するための指針となる吉田町男女共同参画プラン（第２次）（以下
「計画」という。）を策定するため、吉田町男女共同参画プラン（第２次）策定委員会（以下
「委員会」という。）を設置する。

　（所掌事務）
第２条　委員会は、次に掲げる事項を所掌する。
⑴　計画の策定に関すること。
⑵　計画策定のための関係機関との連絡調整に関すること。
⑶　その他目的達成に必要な事項

　（組織）
第３条　委員会の委員は、10人以内で構成し、次のいずれかに掲げる者のうちから町長が委嘱する。
⑴　識見を有する者
⑵　その他町長が必要と認める者

２　委員会に、委員長を置く。
３　委員長は、町長が指名した者をもって充てる。
４　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

　（任期）
第４条　委員の任期は、計画を策定した日までとする。

　（会議）
第５条　委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。
２　委員長が必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めて、意見又は説明を聞くことができ
る。

　（ワーキンググループ）
第６条　委員会にワーキンググループを置き、計画の策定に必要な調査及び検討を行う。
２　ワーキンググループは、別表に掲げる者をもって構成する。
３　ワーキンググループの会議は、必要に応じて委員会委員長が召集する。

　（庶務）
第７条　委員会及びワーキンググループの庶務は、企画課において処理する。

　（その他）
第８条　この要綱に定めるもののほか、委員会及びワーキンググループの運営に関して必要な事項
は、別に定める。 

平成25年10月

平成26年

「町民意識調査」実施（町内16歳以上1,000人）
有効回答数（率）427（42.7%）

「吉田町男女共同参画基本計画推進委員会」開催3月14日

平成23年 2月  7日

　全国的に人口減少、高齢化が進んでおり、今後も現在を上回るペースで進展するものと思われますが、本
町では、全国的に心配されているような極端な少子化や高齢化はみられず、良好な状況にあります。
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町では、全国的に心配されているような極端な少子化や高齢化はみられず、良好な状況にあります。
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　（設置）
第１条　吉田町における男女共同参画社会づくりを推進するため、吉田町男女共同参画基本計画推
進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

　（所掌事項）
第２条　委員会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。
⑴　吉田町男女共同参画基本計画の推進に関すること。
⑵　その他男女共同参画社会づくりの推進に関する必要な事項

　（組織）
第３条　委員会は、次に定める職にある者をもって組織する。
町長　副町長　教育長　理事　総務課長　防災課長　企画課長　税務課長　町民課長　社会福祉課
長　健康づくり課長　高齢者支援課長　産業課長　都市建設課長　下水道課長　水道課長　会計課
長　議会事務局長　教育委員会事務局長　図書館長　吉田町牧之原市広域施設組合事務局長　吉田
町牧之原市広域施設組合消防本部消防長　吉田町牧之原市広域施設組合教育委員会事務局長

　（委員長等）
第４条　委員会に委員長及び副委員長を置く。
２　委員長は町長をもって充て、委員会を代表し、会務を総理する。
３　副委員長は副町長をもって充て、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代
理する。
　

　（会議）
第５条　委員会は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。
２　委員長が必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めて、意見又は説明を聞くことができ
る。

　（庶務）
第６条　委員会の庶務は、企画課において処理する。

　（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、別に定める。

　　　附　則
　この要綱は、平成16年８月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成17年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、公布の日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成18年４月１日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成19年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成21年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成23年１月20日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２４年１月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
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目次
　前文
　第１章　総則(第1条―第12条)
　第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策(第13条―第20条)
　第３章　男女共同参画会議(第21条―第28条)
　附　則

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向け
た様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努
力が必要とされている。
　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応し
ていく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その
個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。
　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重
要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の
推進を図っていくことが重要である。
　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向
かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推
進するため、この法律を制定する。

　第１章　総則

　(目的)
第１条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力
ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、
並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計
画的に推進することを目的とする。

　(定義)
第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　一　男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、
社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること
をいう。

　二　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお
いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

　(男女の人権の尊重)
第３条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別に
よる差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその
他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。

　(社会における制度又は慣行についての配慮)
第４条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的
な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすこと
により、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会にお
ける制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なもの
とするように配慮されなければならない。

　(政策等の立案及び決定への共同参画)
第５条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団
体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保され
ることを旨として、行われなければならない。

　(家庭生活における活動と他の活動の両立)
第６条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子
の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果
たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなけれ
ばならない。

　(国際的協調)
第７条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることに
かんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。

　(国の責務)
第８条　国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念(以下「基
本理念」という。)にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策(積極的改善措置を含
む。以下同じ。)を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

　(地方公共団体の責務)
第９条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策
に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する
責務を有する。

　(国民の責務)
第10条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっ
とり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。

　(法制上の措置等)
第11条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財
政上の措置その他の措置を講じなければならない。
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　(年次報告等)
第12条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。

２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男
女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しな
ければならない。

　第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

　(男女共同参画基本計画)
第13条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画(以下「男女共同参画基本計画」という。)
を定めなければならない。

２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的
　に推進するために必要な事項

３　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣
議の決定を求めなければならない。

４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本
計画を公表しなければならない。

５　前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。

　(都道府県男女共同参画計画等)
第14条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下「都道府県男女共同参画計画」と
いう。)を定めなければならない。

２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す
　る施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する
　施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区
域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下「市町村男
女共同参画計画」という。)を定めるように努めなければならない。

４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は
変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

　(施策の策定等に当たっての配慮)
第15条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定
し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。

　(国民の理解を深めるための措置)
第16条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう
適切な措置を講じなければならない。

　(苦情の処理等)
第17条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会
の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別によ
る差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合
における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。

　(調査研究)
第18条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研
究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するよう
に努めるものとする。

　(国際的協調のための措置)
第19条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関
との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るた
めに必要な措置を講ずるように努めるものとする。

　(地方公共団体及び民間の団体に対する支援)
第20条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団
体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要
な措置を講ずるように努めるものとする。

　第３章　男女共同参画会議

　(設置)
第21条　内閣府に、男女共同参画会議(以下「会議」という。)を置く。

　(所掌事務)
第22条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　男女共同参画基本計画に関し、第13条第3項に規定する事項を処理すること。
二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の
　形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。
三　前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び
　関係各大臣に対し、意見を述べること。
四　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府
　の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総
　理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。



　(年次報告等)
第12条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。

２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男
女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しな
ければならない。

　第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

　(男女共同参画基本計画)
第13条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画(以下「男女共同参画基本計画」という。)
を定めなければならない。

２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的
　に推進するために必要な事項

３　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣
議の決定を求めなければならない。

４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本
計画を公表しなければならない。

５　前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。

　(都道府県男女共同参画計画等)
第14条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下「都道府県男女共同参画計画」と
いう。)を定めなければならない。

２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す
　る施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する
　施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区
域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下「市町村男
女共同参画計画」という。)を定めるように努めなければならない。

４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は
変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

　(施策の策定等に当たっての配慮)
第15条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定
し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。

　(国民の理解を深めるための措置)
第16条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう
適切な措置を講じなければならない。

　(苦情の処理等)
第17条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会
の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別によ
る差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合
における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。

　(調査研究)
第18条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研
究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するよう
に努めるものとする。

　(国際的協調のための措置)
第19条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関
との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るた
めに必要な措置を講ずるように努めるものとする。

　(地方公共団体及び民間の団体に対する支援)
第20条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団
体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要
な措置を講ずるように努めるものとする。

　第３章　男女共同参画会議

　(設置)
第21条　内閣府に、男女共同参画会議(以下「会議」という。)を置く。

　(所掌事務)
第22条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　男女共同参画基本計画に関し、第13条第3項に規定する事項を処理すること。
二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の
　形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。
三　前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び
　関係各大臣に対し、意見を述べること。
四　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府
　の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総
　理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。



　(組織)
第23条　会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。

　(議長)
第24条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。
２　議長は、会務を総理する。

　(議員)
第25条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。
一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者
二　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する
　者

２　前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。
３　第1項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十
分の四未満であってはならない。

４　第1項第二号の議員は、非常勤とする。

　(議員の任期)
第26条　前条第1項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の
残任期間とする。

２　前条第1項第二号の議員は、再任されることができる。

　(資料提出の要求等)
第27条　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に
対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求
めることができる。

２　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外
の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。

　(政令への委任)
第28条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事
項は、政令で定める。

　　　附　則（平成11年6月23日法律第78号）　抄
　(施行期日)
第１条　この法律は、公布の日から施行する。

　(男女共同参画審議会設置法の廃止)
第２条　男女共同参画審議会設置法(平成9年法律第7号)は、廃止する。

　　　附　則　(平成11年7月16日法律第102号)　抄

　(施行期日)
第1条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律(平成11年法律第88号)の施行の日から施行する。
ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

　　　(施行の日＝平成13年1月6日)
一　略
二　附則第10条第1項及び第5項、第14条第3項、第23条、第28条並びに第30条の規定　公
　布の日

　(委員等の任期に関する経過措置)
第28条　この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員そ
の他の職員である者(任期の定めのない者を除く。)の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期
を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。
一から十まで　略
十一　男女共同参画審議会

　(別に定める経過措置)
第30条　第2条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、
別に法律で定める。

　　　附　則　(平成11年12月22日法律第160号)　抄

　(施行期日)
第1条　この法律(第2条及び第3条を除く。)は、平成13年1月6日から施行する。ただし、次の各
号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

　（以下略）



　(組織)
第23条　会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。

　(議長)
第24条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。
２　議長は、会務を総理する。

　(議員)
第25条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。
一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者
二　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する
　者

２　前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。
３　第1項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十
分の四未満であってはならない。

４　第1項第二号の議員は、非常勤とする。

　(議員の任期)
第26条　前条第1項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の
残任期間とする。

２　前条第1項第二号の議員は、再任されることができる。

　(資料提出の要求等)
第27条　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に
対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求
めることができる。

２　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外
の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。

　(政令への委任)
第28条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事
項は、政令で定める。

　　　附　則（平成11年6月23日法律第78号）　抄
　(施行期日)
第１条　この法律は、公布の日から施行する。

　(男女共同参画審議会設置法の廃止)
第２条　男女共同参画審議会設置法(平成9年法律第7号)は、廃止する。

　　　附　則　(平成11年7月16日法律第102号)　抄

　(施行期日)
第1条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律(平成11年法律第88号)の施行の日から施行する。
ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

　　　(施行の日＝平成13年1月6日)
一　略
二　附則第10条第1項及び第5項、第14条第3項、第23条、第28条並びに第30条の規定　公
　布の日

　(委員等の任期に関する経過措置)
第28条　この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員そ
の他の職員である者(任期の定めのない者を除く。)の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期
を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。
一から十まで　略
十一　男女共同参画審議会

　(別に定める経過措置)
第30条　第2条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、
別に法律で定める。

　　　附　則　(平成11年12月22日法律第160号)　抄

　(施行期日)
第1条　この法律(第2条及び第3条を除く。)は、平成13年1月6日から施行する。ただし、次の各
号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

　（以下略）



目次
　前　文
　第1章　総則（第１条̶第５条）
　第2章　男女共同参画の推進に関する総合的対策（第６条̶第13条）
　第3章　静岡県男女共同参画会議（第14条̶第16条）
　附　則

　男女の人権が性別にかかわりなく尊重され、かつ、少子高齢化の進行、情報化や国際化の進展
など社会経済情勢の変化に対応できる真に豊かで活力ある社会に向けて、男女共同参画社会の実
現は、21世紀の最重要課題であるとともに、私たちすべての願いである。
　静岡県では、県民の協力を得て男女共同参画の推進に関する様々な施策を実施してきたが、職
場、学校、地域、家庭など社会のあらゆる分野において、根強く残る性別による固定的な役割分
担意識とそれに基づく社会慣行の是正や政策及び方針の決定過程への女性の参画促進などの取組
をより一層進めていく必要がある。
　このため、私たちは、互いにその個人としての尊厳を重んじ、男女が社会の対等な構成員とし
て、自らの意思により社会のあらゆる分野における活動に参画し、共に責任を分かち合う男女共
同参画社会の実現に向けて、県、市町及び県民の連携、協働の下に、その取組を力強く推進する
ことを決意して、この条例を制定する。

　第１章　総則

　（目的）
第１条　この条例は、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）に規定する基本理念にのっ
とり、男女共同参画の推進に関し、県及び県民の責務を明らかにするとともに、県の基本的施策を
定め、これを総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社会を実現することを目的とする。

　（定義）
第２条　この条例において「男女共同参画」とは、男女が、性別にかかわりなくその個性と能力を十
分に発揮する機会が確保されることにより、社会の対等な構成員として自らの意思により職場、学
校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野における活動に参画し、共に責任を担うことをいう。

2　この条例において「積極的格差改善措置」とは、前項に規定する機会に係る男女間の格差を改善
するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することを
いう。

　（県の責務）
第３条　県は、男女共同参画の推進に関する施策(積極的格差改善措置を含む。以下同じ｡)を総合的
に策定し、及び実施する責務を有する。

2　県は、市町が実施する男女共同参画の推進に関する施策及び県民が行う男女共同参画の推進に関
する活動を支援するため、情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

3　県は、第１項に規定する施策を総合的に策定し、及び実施するために必要な体制を整備するとと
もに、財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

　（県民の責務）
第４条　県民は、性別による差別的取扱いをしないこと、男女の固定的な役割分担意識に基づく制
度及び慣行を見直すことその他の取組により男女共同参画を推進するとともに、県が実施する男
女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。

2　県民は、男女間の暴力及びセクシュアル・ハラスメント（性的な言動により相手方を不快にさせ
その者の生活環境を害すること又は性的な言動に対する相手方の対応によりその者に不利益を与
えることをいう。以下同じ｡)を根絶するよう努めなければならない。

3　県民は、情報を公表するに当たっては、性別による差別、男女間の暴力及びセクシュアル・ハラ
スメントを助長する表現を用いないことを旨としなければならない。

　（民間の団体の責務）
第５条　民間の団体(事業者を含む。以下同じ｡）は、前条に規定するもののほか、次に掲げる事項を
行うよう努めなければならない。
⑴　当該団体における方針の決定過程に男女が共同して参画する機会を確保すること（積極的格
　差改善措置を含む｡)。
⑵　当該団体を構成する男女が、当該団体における活動と家庭生活その他の分野における活動と
　を両立して行うことができるよう配慮すること。

　第2章　男女共同参画の推進に関する総合的対策

　（基本的施策）
第６条　県は、男女共同参画を推進するため、次に掲げる基本的施策を実施するものとする。
⑴　男女の固定的な役割分担意識に基づく制度及び慣行の見直し並びに男女が共に社会に参画す
　るための意識の改革を進めること。
⑵　男女の人権の尊重及び男女平等の推進に関する学校教育その他の教育を充実すること。 
⑶　県及び市町における政策の決定過程並びに民間の団体における方針の決定過程への女性の参
　画の拡大を促進すること。
⑷　家族を構成する男女が、互いに協力し、子の養育、家族の介護等について家族の一員として
　の役割を円滑に果たすことができるよう、社会環境の整備を進めること。
⑸　職場における男女の均等な機会及び待遇の確保、男女の職業生活と家庭生活その他の生活と
　の両立の支援並びに多様な働き方が可能となる就業環境の整備を進めること。
⑹　男女が、共に国際社会及び地域社会の一員として、様々な活動に参画することができるよう
　支援すること。
⑺　男女間の暴力及びセクシュアル・ハラスメントを根絶するよう積極的な対応を図ること。
⑻　産む性としての女性が、自ら健康の保持及び増進を図ることができるよう支援すること。
⑼　その他男女共同参画を推進するために必要な施策

　（基本計画の策定）
第７条　知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、男女共同
参画基本計画（以下「基本計画」という｡）を策定するものとする。

2　基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
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　（目的）
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とり、男女共同参画の推進に関し、県及び県民の責務を明らかにするとともに、県の基本的施策を
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3　県は、第１項に規定する施策を総合的に策定し、及び実施するために必要な体制を整備するとと
もに、財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。
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第４条　県民は、性別による差別的取扱いをしないこと、男女の固定的な役割分担意識に基づく制
度及び慣行を見直すことその他の取組により男女共同参画を推進するとともに、県が実施する男
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2　県民は、男女間の暴力及びセクシュアル・ハラスメント（性的な言動により相手方を不快にさせ
その者の生活環境を害すること又は性的な言動に対する相手方の対応によりその者に不利益を与
えることをいう。以下同じ｡)を根絶するよう努めなければならない。

3　県民は、情報を公表するに当たっては、性別による差別、男女間の暴力及びセクシュアル・ハラ
スメントを助長する表現を用いないことを旨としなければならない。

　（民間の団体の責務）
第５条　民間の団体(事業者を含む。以下同じ｡）は、前条に規定するもののほか、次に掲げる事項を
行うよう努めなければならない。
⑴　当該団体における方針の決定過程に男女が共同して参画する機会を確保すること（積極的格
　差改善措置を含む｡)。
⑵　当該団体を構成する男女が、当該団体における活動と家庭生活その他の分野における活動と
　を両立して行うことができるよう配慮すること。

　第2章　男女共同参画の推進に関する総合的対策

　（基本的施策）
第６条　県は、男女共同参画を推進するため、次に掲げる基本的施策を実施するものとする。
⑴　男女の固定的な役割分担意識に基づく制度及び慣行の見直し並びに男女が共に社会に参画す
　るための意識の改革を進めること。
⑵　男女の人権の尊重及び男女平等の推進に関する学校教育その他の教育を充実すること。 
⑶　県及び市町における政策の決定過程並びに民間の団体における方針の決定過程への女性の参
　画の拡大を促進すること。
⑷　家族を構成する男女が、互いに協力し、子の養育、家族の介護等について家族の一員として
　の役割を円滑に果たすことができるよう、社会環境の整備を進めること。
⑸　職場における男女の均等な機会及び待遇の確保、男女の職業生活と家庭生活その他の生活と
　の両立の支援並びに多様な働き方が可能となる就業環境の整備を進めること。
⑹　男女が、共に国際社会及び地域社会の一員として、様々な活動に参画することができるよう
　支援すること。
⑺　男女間の暴力及びセクシュアル・ハラスメントを根絶するよう積極的な対応を図ること。
⑻　産む性としての女性が、自ら健康の保持及び増進を図ることができるよう支援すること。
⑼　その他男女共同参画を推進するために必要な施策

　（基本計画の策定）
第７条　知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、男女共同
参画基本計画（以下「基本計画」という｡）を策定するものとする。

2　基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。



⑴　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱
⑵　男女共同参画の推進に関する施策を計画的に実施するために必要な目標数値
⑶　前２号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施す
　るために必要な事項

3　知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ広く県民の意見を聴くとともに、静岡県
男女共同参画会議に意見を求めるものとする。

4　知事は、基本計画を策定したときは、これを公表しなければならない。
5　前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。

　（年次報告）
第８条　知事は、毎年、男女共同参画の状況及び男女共同参画の推進に関する施策の実施状況につ
いて報告書を作成し、これを公表するものとする。

　（広報活動）
第９条　知事は、男女共同参画に関する県民の理解を深めるために必要な広報活動を行うものとす
る。

　（男女共同参画の日）
第10条　県は、県民の間に広く男女共同参画についての関心と理解を深めるとともに、積極的に男
女共同参画の推進に関する活動を行う意欲を高めるため、男女共同参画の日を設ける。

2　男女共同参画の日は、７月30日とする。
3　知事は、男女共同参画の推進に関する取組を積極的に行っているものの顕彰その他の男女共同参
画の日の趣旨にふさわしい事業を実施するものとする。

　（苦情又は相談の申出の処理）
第11条　知事は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策若しくは男女共同参画の推進に影
響を及ぼすと認められる施策又は性別による差別的取扱いその他男女共同参画の推進を阻害する
要因による人権の侵害に関する県民からの苦情又は相談の申出に対して、関係機関と協力して適
切な処理を行うものとする。

2　知事は、前項の申出を処理する職員を置くものとする。

　（民間の団体の協力）
第12条　知事は、男女共同参画の推進に関し必要があると認めるときは、民間の団体に対し、男女
共同参画に関する取組状況について資料の提出その他の協力を求めることができる。

　（調査研究）
第13条　知事は、男女共同参画の推進に関する施策を策定し、及び実施するため、必要な調査研究
を行うものとする。 

　第3章　静岡県男女共同参画会議

　（設置及び所掌事務）
第14条　県に、静岡県男女共同参画会議（以下「参画会議」という｡）を置く。
2　参画会議は、次に掲げる事務を行う。
⑴　基本計画に関し、第７条第３項に規定する意見を述べること。
⑵　知事の諮問に応じ、基本的かつ総合的な男女共同参画の推進に関する施策及び重要事項を調
　査審議すること。
⑶　県の男女共同参画の推進に関する施策の実施状況及び第11条第１項に規定する県民からの苦
　情又は相談の申出に対する処理について、知事に意見を述べること。
⑷　前３号に掲げるもののほか、男女共同参画に関する重要事項について、知事に意見を述べる
　こと。

　（組織及び委員）
第15条　参画会議は、知事が任命する委員20人以内で組織する。
2　男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の10分の４未満とならないものとする。
3　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
4　委員は、再任されることができる。

　（委任）
第16条　この章に定めるもののほか、参画会議に関し必要な事項は、知事が定める。

　　　附　則
この条例は、公布の日から施行する。

　　　附　則
　（施行期日）
1　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び第４条の規定は、平成１９年４月１日
から施行する。



　第3章　静岡県男女共同参画会議

　（設置及び所掌事務）
第14条　県に、静岡県男女共同参画会議（以下「参画会議」という｡）を置く。
2　参画会議は、次に掲げる事務を行う。
⑴　基本計画に関し、第７条第３項に規定する意見を述べること。
⑵　知事の諮問に応じ、基本的かつ総合的な男女共同参画の推進に関する施策及び重要事項を査
審議すること。
⑶　県の男女共同参画の推進に関する施策の実施状況及び第11条第１項に規定する県民からの苦
情又は相談の申出に対する処理について、知事に意見を述べること。
⑷　前３号に掲げるもののほか、男女共同参画に関する重要事項について、知事に意見を述べる
こと。

　（組織及び委員）
第15条　参画会議は、知事が任命する委員20人以内で組織する。
2　男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の10分の４未満とならないものとする。
3　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
4　委員は、再任されることができる。

　（委任）
第16条　この章に定めるもののほか、参画会議に関し必要な事項は、知事が定める。

　　　附　則
この条例は、公布の日から施行する。

策定
策定
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